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平成１０年を迎えて 佐藤征夫 １月号  
10
＜レポート紹介＞    
外国技術導入の動向分析（平成７年度） 山口 治 １月号  
研究開発投資の活発な企業が求める高学
歴研究者・技術者    
書のキャリアニーズに関する調査研究
和田幸男・前沢祐




久・鈴木和志 ２月号  
地域における科学技術振興に関する調査
研究（第３回目） 坂田和徳 ３月号  
マクロモデルによる政府研究開発投資の
経済効果の計測 永田晃也 ４月号  
英国における研究評価（公的研究助成に
みる評価「Value 舘 和夫 ５月号  
for Money」と「Selectivity」）    
大学などからの技術移転成功事例におけ




美子・前沢祐一 ６月号  
「総合科学技術会議」が担うべき機能 平澤 冷 ６月号  
公的資金による研究機関のあり方 平澤 冷 ７月号  
外国導入技術の動向分析（平成８年度） 情報分析課 ７月号  
科学技術政策のための評価とチェック 平澤 冷 ８月号  
行政機構内外における科学技術政策推進
の多米の支援体制 平澤 冷 ９月号  
日本の技術輸出の実態（平成８年度） 情報分析課 11月号  
＜研究会等紹介＞    
第７回国際技術経営会議 第２研究 １月号  
平成８年度地域政策研究会の開催につい






















チーム ５月号  
The Science and Technology Diplomats
Circle of    
Tokyoへの技術予測の説明会 第４調査 ６月号  
技術貿易統計検討会の開催 情報分析課 10月号  
第４回地域科学技術政策研究に関する国
際会議 柿崎文彦 12月号  
＜講演会＞    
「技術戦略論の主な問題・情報技術と新
たな企業モデル」について 榊原清則 ３月号  
＜海外事情＞    
韓国工学アカデミー主催シンポジウムで
の講演 佐藤征夫 １月号  
International Foresight Conferenceへの出席 古閑知明 １月号  
オランダアムステルダム大学及びフラン
ス鉱山大学との連    
携研究及び共同研究の調査 藤垣裕子 ２月号  
「国家研究開発体制の新しいモデル」に
関する第２回国際会議出席及び発表 藤垣裕子 ２月号  
「１９９７年度技術・経営戦略米国調
査」 渡辺俊彦 ２月号  
APEC技術予測センターの発足について 桑原輝隆 ３月号  
米国科学技術振興協会(AAAS)での講演 佐藤征夫 ３月号  
12
ドイツ・EU の科学技術政策の形成過程に
関する調査 富沢宏之 ４月号  
「科学技術情報の自己組織化」プロジェ
クト会議参加と発表 藤垣裕子 ５月号  
ベトナムの科学技術研究調査 吉水正義 ５月号  
スイス連邦政府における科学技術政策の
事情について資料収集 柿崎文彦 ５月号  
仏国及び独国の研究評価に関する調査 舘 和夫 ５月号  
国際シュムペーター学会出席 古賀款久 ８月号  
OECD 科学技術指標専門家会合等への出
席 富沢宏之 ８月号  
国際社会学会議出席 藤垣裕子 ９月号  
第一回EUROPTA ワークショップ出席 木場隆夫 ９月号  
欧州科学技術政策ワークショップ出席 佐藤征夫 10月号  
フィンランド海外貿易協会９８年度総会
出席 権田金治 11月号  
＜用語解説＞ 藤垣裕子   
サイエントメトリックスについて  ３月号  
＜コラム＞    
外国為替・外国貿易管理法及び法令等の
改正について 田村泰一 １月号  
調査研究レポートNO.55 の背景 和田幸男 ２月号  
地域科学技術政策研究の経緯と今回調査
研究報告書 坂田和徳 ３月号  
AAAS（トリプルエイエス）について 佐藤征夫 ３月号  
欧州の研究評価を活かせ 舘 和夫 ５月号  
英国出張記 榊原清則 ７月号  
IIASA を訪問して 藤原直也 ９月号  
IMD訪問記 藤原直也 10月号  
EPTA年次会議出席 木場隆夫 10月号  
13
＜トピックス＞    
日本東京の空の下で 韓 亨浩 ２月号  
国際客員研究官滞在記 Laydesdorff ４月号  
人物紹介（榊原清則） 古賀款久 ４月号  
Mark Boden氏の日本雑感 Mark Boden ５月号  
創設期の政策研を振り返って 長濱 元 ６月号  
政策に反映する調査研究を 上原 哲 ７月号  
活力ある政策研への期待 尾藤 隆 ７月号  
創立時の雰囲気 平野千博 ７月号  
創立10周年記念誌の刊行 情報分析課 ７月号  
創立時の研究とその後の展開 馬場靖憲 ８月号  
ItzhakWirth 氏の日本雑感「友への手紙」 Itzhak Wirth ８月号  
「個の発信」によるネットワーク価値創
造の時代へ 前田 昇 ９月号  
科学技術政策研究への期待 香月祥太郎 ９月号  
企業社会と政策研 清家彰敏 ９月号  
政策科学への煉獄 永田晃也 10月号  
私と日本についてのこと
スチーブン・コリ





（雑感） 塚本 勝 12月号  




任期付き研究員を採用 企画課 ５月号  
創立10周年記念事業（式典） 情報分析課 ７月号  
創立10周年記念事業（国際シンポジウ 企画課・情報分析
14
ム） 課 10月号  
目次へ
．用語解説
用語解説：「中間機構：行政と研究を結ぶ仲介機構」について
第2研究グル−プ 藤垣裕子
中間機構（intermediate-layer）とは、行政レベルと研究実施レベルとの間をつなぐインタ
フェース的機能を果たす組織群のことを指す。この中間層の担う役割は、行政と研究の
間の意見調整および緩衝役、資金配分、配分決定のための研究評価、技術予測の政策
への反映、双方の意見を取り入れた国の科学技術政策における長期展望の議論、など
である。各国の科学技術システムを比較研究する際、この中間機構のしくみを探求するこ
とは、各国のシステムの特徴を描き出す上で役にたつ。たとえば、英国ではリサーチカウ
シルがこの中間機構に相当し、中間機構を担う層はそれほど厚くない。オランダではこ
の機構を担う層は厚く、NＷO（科学技術財団）、大学連合、科学技術予測委員会、アカ
デミーなど多くの組織がある。ドイツでは例えば代表的なものとして、マックスプランク研
究所群と政府との間に、マックスプランク学術振興協会が存在している。このように、中間
機構は省庁など行政機構とは独立したものであることが特徴である。これに対し、日本の
科学技術庁は、行政レベルとこの中間層の機能の両方を果たしていると考えられ、省内
の局によってこの機構が役割分担されていると考えられる。欧州の近代科学技術システ
ムにおいては中間層が独立していく傾向があるが、日本では１つの庁のなかに２つの機
構が同居しているのが特徴である。中間機構の概念、および欧州各国と日本のシステム
との比較は、科学技術政策の研究者であり、かつ STS（科学技術社会論）研究者のArie
Rip氏が、当研究所において行った講演録に詳しく収録されている（科学技術政策研究
所講演録No.58、オランダの科学技術政策：行政と研究をむすぶ中間機構を中心とし
て〜「社会学的」科学技術政策研究序論〜参照）。
目次へ
．最近の動き
○ 機関評価結果のとりまとめについて
昨年５月より政策研の運営全般（調査研究課題全般を含む。）についての評価を行って
きた機関評価委員会（委員長：西島安則京都市立芸術大学長）は、１月１３日に評価結果
の報告書をとりまとめ、公表した。報告書では、政策研の過去１０年間の活動実績全般に
ついて、定員４６人の小規模な機関の最初の１０年としては良好な成果を出していると評
価している。一方、今後の調査研究活動の進め方、組織及び運営のあり方等についての
指摘もなされている。当研究所では、今後、報告書において指摘された事項について、
その具体的な取り組み方策についての検討を行うこととしている。（評価結果の概要は２
月号に掲載します。）
○ 海外出張
・12/4-12 藤垣2研主任研究官、渡辺２研研究官（オランダ）
・12/10-15 桑原４調総括上席研究官（ハンガリ−）
目次へ
本年は、1900年代最後の年である。これから、1年弱で2000年となることもあり、とりあえず2000年
を、そして今後の少なくとも10年間を視野に入れた政策研ニュースの編集を目指したい。
行政改革大綱「中央省庁等の改革にかかる大綱（案）」が示された。省庁の再編、審議会の改廃、試験
研究機関等行政法人化等の諸問題が議論され具体化されている。科学技術政策の進め方についても一新
編集後記
15
されるのであろう。当研究所の成果が活用されるような組織形態であることを祈るとともに、活躍の場
を広げて参りたい。
本ニュースは、年頭に当たり所長を始め各研究グループ等からの本年の抱負を掲載した。この目標に
沿って、所内の活動が活発に行われるよう切に願うとともに、編集に関わる我々もこの目的達成に俊敏
さ（agility）をもって力を尽くして参りたい。読者の皆様の今後とも一層のご支援をお願い申し上げ
ます。（Ｔ）
トップへ
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